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全国的に少子高齢化が進行する中、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年が目前に
迫っており、高齢者・障がい者・子どもなどすべての市民が、住み慣れた地域で、共に
生きがいを持って最期まで自分らしく暮らすことのできる地域共生社会を実現させるた
め、社会福祉協議会の立ち位置は非常に重要であり、その運営費の補助や協議会の活性
化に向けた育成をしていく本事業の緊急性は高いと考えます。
以上のことから、緊急性をＡとしました。
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・補助金　56,200千円（法人運営費として職員９名のうち８名分の人件費）
・心配ごと相談事業　339千円
・法律相談事業　874千円
・県社会福祉協議会負担金　42千円 受益機会・費用負担割合等が公平公正であり適正である

市民との協働で事業を実施している。あるいは実施できる

他自治体で実施されている水準と比較して適切である

管理業務等において、現在の取組手法から、さら
に効率性を図ることは困難である
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社会福祉協議会
育成事業
※ボランティアセ
ンター運営事業
費削減

社会福祉協議会
育成事業

社会福祉協議会
育成事業

社会福祉協議会
育成事業

ソフト事業継続 事業の種類

平成２９年度
補助団体 社会福祉法人下野市社会福祉協議会

新規・継続 市裁量の有無 裁量あり

平成３０年度
社会福祉協議会
育成事業

平成３２年度平成２８年度

現総合計画前期基本計画の本施策では、５年間で目指すべき姿を「地域で助け合い安心
して暮らすことのできる地域福祉づくり」としており、下野市社会福祉協議会との協同
で策定した第２期下野市地域福祉活動計画では、市民・市・社会福祉協議会がそれぞれ
取り組むことを明確にし、思いやりの心で互いに支え合う地域福祉の面から、いきいき
と暮らせる幸せ実感都市を目指すこととしています。その一翼を担う下野市社会福祉協
議会については、職員の人件費の一部を市が補助し、その活動等にも市が責任を持って
指導等を実施しています。市では、社会福祉協議会の運営強化のほか、民間ならではの
メリットを活かした活動強化を期待しており、今後、協働による地域福祉を展開させる
ための基盤強化としても、本事業の必要性は高いと考え、必要性をＡとしました。
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要件（３項目）
全て

市民サービスの維持・向上に寄与する

事務事業
番号

39

事務事業名 健康福祉部社会福祉協議会育成事業 社会福祉課

事業目的

地域福祉の推進の中核的な役割を果たす下野市社会福祉協議会の運営基盤の安定と、
強化を図ることで、社会福祉事業の能率的運営と、地域社会福祉の増進を図る。

所管部課

事業の休廃止（実施しない場合）の影響が大きい

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）
Ｃ

Ｂ
本事業以外の解決策が見当たらない

１
以上

事業推進方針判断に際しての３つの視点

事業概要

下野市社会福祉協議会の法人運営に伴う基幹的職員の人件費を補助金として交付し、そ
の他、法律相談、心配ごと相談事業を委託する。

事

業

内

容
過年度実績

・ゆうゆう館の指定管理業務を請け負い、社協職員が管理業務を兼務することで指定管理料を低
額設定している。
・ボランティアセンターを自主財源で運営
・法律相談事業委託事務
・心配ごと相談事業委託事務
実施内容の詳細

　法人運営の職員９名のうち８名分の人件費を補助金として支出している。
　健康福祉部で以前から委託している業務の内容改善や新規委託業務について協議し、より実
情に合ったものとしている。
今後の展開

・ボランティアセンターの運営について、ボランティアセンター長を専属で配置し、ボランティアコー
ディネーターも自主財源で配置する。
・障害福祉サービス事業における特定相談支援事業を開始する。
・法人後見事業を開始する。
・ゆうゆう館の指定管理業務を行っていく。
・補助金については、平成２８年度に見直しを実施したが、再度協議していく。
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国県支出金
０千円

地方債・その他
０千円

一般財源
５７，４５５千円
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事業区分

根拠法令
等

(国)社会福祉法(市)社会福祉法人下野市社会福祉協議会運営補助金交付要綱

類型
区分

廃止

○

効率性

本事業により、市の施設管理業務の指定管理者受託やボランティアセンターの自主運営
などの指導や業務改善に向けた協議を実施することで、社会福祉協議会の運営（経営）
強化による活性化を促進し、市の経費削減や市民サービスの向上が図られていることか
ら、本事業の効率性はあると考えます。
以上のことから、効率性をＡとしました。
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なし

ソフト事業（要件：７項目）
事業の質を維持しつつ、事業費の削減や取組方法を見直す 補助金等の積極的な活用で最大の

成果となる方法を選択している

事業目的に見合う最適な事業
規模である

他事業との重複がない

同種・同目的事業との統合や簡略化を実施する

民間委託を実施する

継続実施

見直し実施

総合評価

○

必要性

Ⅱ（継続的
推進）

総合計画
での位置
付け

施策

1

5

1

公共関与の妥当性がある
社会経済情勢の変化等に適合し、その課題解決に効果がある

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）

重点事業区分大切な命を育み、健康で笑顔あふれるまちづくり

誰もが安心して暮らせるまちづくり

地域福祉の充実
―

全て

１
以上

なし

第二次下野市総合計画の施策体系と事業目的に整合性があり、
意図する結果につながる

要件（３項目）


